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ま え が き 

 

「失われた１０年」と呼ばれる長期不況期に増加した、パートタイマーや契約社員などの

非正規雇用は、当初の量的な拡大期を経て、いまや質的にも正社員と同等の仕事をこなすま

でに戦力化した「基幹化」層として活躍するようになっている。こうした、非正規雇用の変

化と現状を踏まえて、今通常国会に上程されたパートタイム労働法の改正案は、企業におけ

るパートタイマーの処遇のあり方の見直しの方向性を規定する内容となっている。 

 本調査は、２００５年に実施した「正社員とパートタイム労働者等の均衡処遇に関する意

識調査」から生じたある問題意識を起点にしている。同調査の結果から、非正規雇用の処遇

改善に関する意識は、業種間で異なることが明らかになった。銀行・金融サービス業、旅行・

ホテル業、食品製造業といった業種では、小売業などに比べ、正社員とパートタイマー等の

間の均衡処遇の推進について、相対的に積極的ではない傾向が浮かび上がった。本報告は、

業種間でこうした違いが生じている背景をさぐり、当該企業労使がどのような取り組みを行

おうとしているかについて、９社の事例をヒアリング調査した結果である。 

 正社員と同様の業務をこなすようになった、パートタイマー等の処遇改善の手法として、

本報告で明らかになったのは、銀行・金融サービス、旅行・ホテル、食品製造といった業種

では、職務、能力、経験、成果等を踏まえて均衡処遇を図ろうとする小売業のようなアプロ

ーチよりは、むしろ正社員とパートタイマー等の間の職務や人材活用等のあり方を整理し直

したうえで、パートタイマー等のやる気には正社員登用・転換制度等で応えようとする傾向

が強いことである。 

 パートタイム労働法の改正案には、正社員との対比で職務、長期的な人材活用、雇用契約

期間等の就業実態が同じパートタイマーに対する差別的待遇の禁止規定や、パートタイマー

から正社員への転換促進の措置義務規定などが盛り込まれている。 

 こうした動向を踏まえ、本報告にある企業の先行的な取り組みは、今後、制度改定に取り

組もうとする関係者にとっても、有益なものとなろう。 

 ご多忙の折、ヒアリング調査に快くご協力いただいた企業および労働組合の関係各位に、

心より御礼申し上げる次第である。 
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